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欧州物価安定2%下回る、景況下支え

欧州地域の消費者物価が欧州中央銀行が政策目標と

する前年比2%を下回り、5月現在で同1.9%となった。

欧州中央銀行の政策金利引下げ姿勢を、支持する結果と

なった。要因は、原油等エネルギー価格の下落と、サービ

ス関連価格が大きく下落したことにある。今後について

も欧州経済自体は安定傾向が続く見通しであるが、イス

ラエル・イラン紛争による原油価格の強含み等再びインフ

レ圧力が高まる懸念は存在する。(資料:欧州中央銀行)
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ユーロ圏景況改善傾向続く

米国との貿易摩擦、イスラエル・イラン紛争等不確定要

素が多くあるものの、5月時点でのユーロ製造業の景況

は引続き改善傾向を続けている。景況が改善している大

きな要因は、原油を中心としたエネルギー価格の下落、

金利引下げ等にあるほか、米国依存からの脱却に向けた

防衛を含めた社会インフラ投資の拡大などが下支えして

いる。今後も基本的な動向に変化はないとみられるもの

の、外部環境の悪化次第で変化する。(資料:欧州統計局)

ドイツ景況大きく改善

3年間にわたり景気低迷の状況にあったドイツ経済が

底入れ基調を強めている。背景には、欧州中央銀行の金

利引下げ、ドイツ政府の財政支出拡大、防衛力強化等に

伴う投資活動の回復 、エネルギー価格の安定等が挙げら

れる。ユーロ経済の3割を占めるドイツ経済の回復は、も

うひとつの経済大国フランスにも波及し、ユーロ全体の

回復傾向に貢献している。今後の不確定要因はあるもの

の、5月時点では改善している。(資料)ドイツIfo経済研究所
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